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工学院大学総合研究所
令和元年度 文部科学省 私立大学研究ブランディング事業

事業名「巨大都市・複合災害に対する建築・情報学融合による

エリア防災活動支援技術の開発と社会実装」
　　　評価委員氏名（所属）：　堀　宗朗(東京大学)　　　　　　　
　＜テーマ１：大都市中心エリアを対象としたオールハザード対応キットの開発＞
	評 価 項 目
	評価

	・研究目的が明確であり、その必要性が高いか。
	評点（A）

	・研究実施状況
	評点（A）

	・研究成果
	評点（B）

	【テーマ１へのコメント】

· 対応キットが，避難所運営から防災訓練対応や現地本部立上げにまで発展し，販売の計画を進めている点は高く評価したい．
· 文字通り，オールハザードに対応にできる充足したキットとなるように，内容を充実することが必要であり，研究開発を進めることが望まれる．
· オールハザード対応キットの継続的な研究開発も望まれる．


	【コメントへの対応：村上正浩（テーマリーダー）】

昨年度は、研究分担者の異動を契機に、研究体制の弱体化を防ぎ、全体としてもまとまりのある成果とすべく、研究実施内容の見直しを行いました。結果として、新たな研究体制のもとで、一定の研究成果をあげることができたと考えています。
ドローン・ICTを活用した情報収集・伝達および滞留者誘導等システムや災害活動拠点支援キットは、実動訓練・実証実験による実効性検証から改良を重ねた結果、実用性を高めることができました。とくに、避難所開設キットについては、導入済みの新宿区・大田区・文京区・北区に加え、台東区・豊島区・日野市の避難所へ導入が完了し、さらに埼玉県越谷市・熊本県熊本市・滋賀県大津市・沖縄県沖縄市にも展開しているところです。一時滞在施設開設キットについても、東京駅周辺防災隣組（東京駅・有楽町駅周辺地区帰宅困難者対策地域協力会）へ水平展開するなど、他地域へ適用可能な標準化されたツールとして実装を進めています。また、自衛消防訓練VRや訓練支援キット、災害時対応行動支援アプリ、飛行ドローンによる高層ビル外壁被災判定の効率化手法、さらにターミナル駅周辺の余剰空間活用・ストック更新によるエリア防災力向上手法など、試験的運用と検証を進めており、オールハザードに対応にできる充足したキットとなるよう、さらなる内容の充実に努めます。最終年度に向けては、他地域にも適用可能な標準化されたツール・手法として完成させるべく、研究開発を推進します。



　＜テーマ２：機能継続・早期復旧を可能とする大地震対策建築モデルの開発＞
	評 価 項 目
	評価

	・研究目的が明確であり、その必要性が高いか。
	評点（A）

	・研究実施状況
	評点（A）

	・研究成果
	評点（B）

	【テーマ２へのコメント】

· 振動台実験が実行できるようになったこと，さらに，単なる実験ではなく，実験結果が有効に利用できるように計画している点は高く評価したい．
· 体育館の壁と天井ドームの接続部に関する実験研究と，それを基にした新しい評価式の提案に到達したことは重要な成果である．


	【コメントへの対応：山下哲郎（テーマリーダー）】

新規に導入した振動台を用いて2年間ライン天井の実験を実施し、その変形メカニズムを解明して崩落の可能性をゼロにはできないまでも、崩落につながる変形抑制の簡単な方法を見出しました。長年の研究の蓄積が豊かな構造骨組とは異なり、非構造の場合には比較的軽微な工夫で耐震性が向上できる可能性が高いと感じており、今後は天井以外の非構造材（設備、間仕切り、外装）にも対象を拡大する所存です。ただし構造骨組とは異なり、随所に緩みのある非構造材の振動計測とその処理は難しく、その技術はまだ勉強、開発の余地が大きいと考えています。
置屋根体育館は全国に数百棟の規模で存在すると推定されますが、鉄筋コンクリートと鉄骨造の混構造ということもあり既往の研究が少なく、大きな地震の度に新しいタイプの被害が生じています。本事業では地震応答挙動の核となる屋根支承部を中心に研究を進めており、昨年度は非線形挙動を説明しうるモデルを構築し体育館全体の地震応答解析も試行しました。今年度は熊本で大きな被害の生じたシステムトラス屋根に用いる従来とは異なるタイプの支承部の実験を実施しましたが、こちらについても実験を基にモデル化を進め、体育館全体のシミュレーションまで進める予定です。シミュレーションを検証するための動的実験、簡易な耐震性評価手法の開発など、置屋根体育館については多くの課題が残されています。


　＜テーマ３：エリア防災拠点をつなぐ自立移動式災害対応支援ユニットの開発＞
	評 価 項 目
	評価

	・研究目的が明確であり、その必要性が高いか。
	評点（A）

	・研究実施状況
	評点（B）

	・研究成果
	評点（B）

	【テーマ３へのコメント】

· 災害対応訓練の場において，D-ZEVとD-ZEVminiの一体運用と，その有効性を実証した点は評価したい．
· 訓練とは別に，やはり，実災害時に，D-ZEVとD-ZEVminiがどの程度有効であるかを示すことは望まれる．有効性の実証にもう一工夫，必要であるとの印象を受ける．．



	【コメントへの対応：中島裕輔（テーマリーダー）】

自立移動式災害対応支援ユニット（D-ZEV）はハード及びソフトの各種開発が2年目となり、非常時だけでなく平常時も考慮した活用方法の提案も含めて様々な改良を継続しています。仮設救護ユニットでは、その空調システムのさらなるエネルギー自立化を進め、電源供給面では太陽光発電パネルの増強とテント一体型の組み立てユニットの改良などを実施しました。
また、評価いただいたD-ZEVとD-ZEVminiの一体運用という面では、今年度は新宿駅周辺だけでなく、都心部にまだ多く残る木造密集市街地のような住宅地エリアにおける活動提案として、地震・火災危険度の非常に高い大田区の羽田地区において、木密市街地の被害状況収集を想定したD-ZEVminiの情報システム開発や情報収集発信コンテンツの開発を行いました。この開発内容は11月に羽田小学校にて実施された羽田地区５町会合同防災訓練の際に、災害時の避難所となる小学校に駆けつけたD-ZEVのデモンストレーションとして説明と調査を行い、地域住民の方々から有用性が評価されました。
　また、平常時のコンテンツとして新たに夏期の熱中症対策としてリアルタイム温熱環境マップを西新宿エリアと羽田地区双方向けに開発・提案し、試作システムの運用確認と主に高齢者から評価を得ました。西新宿エリアでは昨年度に引き続き11月の防災ウィーク期間で新宿中央公園と大学前でデモンストレーションを実施し、公園に集まった人々の退避施設ビルへの避難誘導としての役割と、退避施設ビルにおける情報発信としての役割について、それぞれその有用性を確認するとともに、エリアの人々への認知度向上にもなりました。

　ご指摘いただいた、訓練時の試験運用とは別の実証に関する工夫という点についてですが、D-ZEVminiの通信性能の検証や、仮設救護ユニットの暑熱環境下での有用性検証など、個別の検証は行っていますが、システム全体の有効性の検証方法については、シミュレーション方法などさらに検討しながら、引き続きD-ZEVの社会実装を見据えて、非常時・平常時の各開発項目の改良と、コスト面や運営面も含めた実用性・有用性の検証を進めていく計画です。




　
＜事業全体についての評価・コメント＞
	評 価 項 目
	評価

	・研究目的が明確であり、その必要性が高いか。
	評点（A）

	・研究実施状況
	評点（A）

	・研究成果
	評点（B）

	【事業全体へのコメント】
· 3つのテーマにおいて，概ね，研究計画通りに研究開発が実施され，相応の研究成果が蓄積されつつあると判断できる．この点は高く評価したい．
· 3つのテーマそれぞれの研究開発と並行し，テーマ１にテーマ３の成果を利用するといった，テーマ間の研究連携も進められている．この点も評価したい．
· 改善の方向にあると認識しているが，論文等の研究成果に関し，少なくとも英文査読付き論文の数をより増やすことは望まれる．



	【コメントへの対応：ＵＤＭセンター長：久田嘉章】
　貴重なコメントを頂き、ありがとうございます。本年度もほぼ計画通りの研究成果が蓄積され、またテーマ間の連携も進み、最終年度に向けて下記のような成果がまとまりつつあります。すなわち、テーマ１を中心とした事前の様々な訓練ツールや被災時の速やかで柔軟な対応策を可能とする対応キット（避難所・一時滞在者施設の開設キット、自衛消防訓練キット、および、自衛消防隊訓練VRなど）、テーマ２を中心とした余裕度を見込んだ高い耐震性の重要施設（超高層建築、避難所施設など）における構造・非構造部材の様々な耐震性能向上策の開発、テーマ３を中心とした防災拠点やドローン等をつなぐD-ZEV（電源・通信・情報共有施設などを有する自立移動式災害対応支援ユニット）などです。さらに内閣府・戦略的イノベーション創造プログラム（2014～2018）との連携により、「エリア災害対応支援システム」や、防災科学技術研究所の公募研究や気象庁との連携により、長周期地震動を考慮した超高層建築の応答・被害予測と対応支援システム「びるゆれコール」を開発し、実用化に向けた取り組みを行っています。
　成果発表に関して国内での論文や学会発表に関しては活発に実施できていますが、英文での成果発表に関しては、今年度は著書１編、国際学会論文（査読付き論文を含む）が１３編でした。昨年度は査読付き論文が１２編、国際学会論文（査読付き論文を含む）が２０編でしたので、残念ながら数は減少してしまいました。本事業者は残り１年となりましたが、引き続き「逃げる必要のない建物・まち」の実現に向けて研究・技術開発を継続するとともに、最終成果のとりまとめ、国内だけでなく、海外に向けた成果発表をより積極的に実施していきたいと思います。今後とも、どうぞご支援・ご鞭撻のほどよろしくお願いいたします。
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工学院大学総合研究所

令和元年度 文部科学省 私立大学研究ブランディング事業

事業名「巨大都市・複合災害に対する建築・情報学融合による

エリア防災活動支援技術の開発と社会実装」
　　　評価委員氏名（所属）：佐土原　聡　　　　　　　　　
　＜テーマ１：大都市中心エリアを対象としたオールハザード対応キットの開発＞
	評 価 項 目
	評価

	・研究目的が明確であり、その必要性が高いか。
	評点（A）

	・研究実施状況
	評点（A）

	・研究成果
	評点（A）

	【テーマ１へのコメント】

地震災害や風水害などのリスクが高まる中、オールハザード・アプローチは重要であり、体系的な整理と最新技術の活用、訓練での実効性検証など、着実に研究が進められ、成果を挙げている。取組まれている建築ストックの防災まちづくりへの転用も重要な視点であり、今後、そのための仕組みづくりの成果が期待される。


	【コメントへの対応：村上正浩（テーマリーダー）】

昨年度は、研究分担者の異動を契機に、研究体制の弱体化を防ぎ、全体としてもまとまりのある成果とすべく、研究実施内容の見直しを行いました。結果として、新たな研究体制のもとで、一定の研究成果をあげることができたと考えています。
ドローン・ICTを活用した情報収集・伝達および滞留者誘導等システムや災害活動拠点支援キットは、実動訓練・実証実験による実効性検証から改良を重ねた結果、実用性を高めることができました。避難所開設キットについては、既に導入済みの新宿区・大田区・文京区・北区に加え、台東区・豊島区・日野市へ導入も完了し、さらに埼玉県越谷市・熊本県熊本市・滋賀県大津市・沖縄県沖縄市へ展開しています。一時滞在施設開設キットは、東京駅周辺防災隣組（東京駅・有楽町駅周辺地区帰宅困難者対策地域協力会）へ導入するなど水平展開も始まっています。自衛消防訓練VRや訓練支援キット、災害時対応行動支援アプリ、飛行ドローンによる高層ビル外壁被災判定の効率化手法などについても試験的運用と検証を進めているところです。

とくに本年度は、ターミナル駅周辺の余剰建築空間の防災対策への転用可能性調査として、地域ルールを設定する中央区銀座地区・東京駅前地区、千代田区大丸有地区、渋谷区渋谷地区、新宿区新宿駅東口地区・同西口地区、港区環状2号線周辺地区の計7地区を対象に附置義務低減申請審査の実態把握を進めました。その結果、用途転用における法制度上の課題を克服する方法には、エリアマネジメント組織による低減空間の共同所有による災害備蓄備倉庫利用や防災設備置き場等の利用が位置付けられることなどがわかりました。新宿駅周辺エリアの附置義務駐車場の分布特性からは、転用可能性の高い具体的な建物立地の特定も進めています。最終年度に向けては、現状の防災対策との関係性整理を進め、余剰空間等の防災対策利用などの社会実装につなげていく所存です。




　
＜テーマ２：機能継続・早期復旧を可能とする大地震対策建築モデルの開発＞
	評 価 項 目
	評価

	・研究目的が明確であり、その必要性が高いか。
	評点（A）

	・研究実施状況
	評点（A）

	・研究成果
	評点（A）

	【テーマ２へのコメント】

大都市中心エリアでは、災害時に建物内に留まる避難は必須であり、機能継続・早期復旧は不可欠である。構造的な耐震性、非構造部材も含めた空間の耐震性は、第一に満たされる必要があり、本テーマで研究が着実に進められ、大変多くの成果が挙がっている。ライフラインも機能継続に重要であり、水についての研究が十分に行われているが、エネルギー、特に電力供給の途絶がないシステムの構築、および重要な設備の水害に備えた配置計画などの視点も加えると、さらに充実するものと思われる。


	【コメントへの対応：山下哲郎（テーマリーダー）】

地震後の滞留や早期の復旧は都市部の高層ビルと避難所となる体育館には共通の課題であり、入力地震動の評価から構造ならびに非構造の損傷防止まで総合的な対策が必要ですが、大きな地震の度に「新耐震」では対応できていない新しい問題が発生しており、更なる研究が必要です。例えば熊本地震において、西原波のような高層ビルを破壊し得る強いパルス性地震動が観測されたほか、システムトラスの体育館屋根骨組が崩落直前の深刻な被害を受けており、本テーマ２でも今年度地震動の発生メカニズムやシステムトラス体育館の支承部の実験などで研究の対象としています。
ライフラインについては、地震だけでなく2019年の水害で多くの問題が生じ、建築設備に関して今年度より水害対応策の研究を開始しています。気候変動の影響で今後の重要な研究課題となると認識しています。




　
＜テーマ３：エリア防災拠点をつなぐ自立移動式災害対応支援ユニットの開発＞
	評 価 項 目
	評価

	・研究目的が明確であり、その必要性が高いか。
	評点（A）

	・研究実施状況
	評点（A）

	・研究成果
	評点（A）

	【テーマ３へのコメント】

　災害時に自立移動式の災害対応支援ユニットは有用性を発揮することが期待でき、本テーマの必要性は高い。試作機による適用性や性能の検証を行い、着実に研究が進められており、成果が挙がっている。今後、実装に向けて、さらなる課題の明確化、コスト面などの検討も期待したい。




	【コメントへの対応：中島裕輔（テーマリーダー）】

自立移動式災害対応支援ユニット（D-ZEV）の必要性を評価いただき有り難うございます。D-ZEVはハード及びソフトの各種開発が2年目となり、非常時だけでなく平常時も考慮した活用方法の提案も含めて様々な改良を継続しています。仮設救護ユニットでは、その空調システムのさらなるエネルギー自立化を進め、電源供給面では太陽光発電パネルの増強とテント一体型の組み立てユニットの改良などを実施しました。
また、新宿駅周辺だけでなく、都心部にまだ多く残る木造密集市街地のような住宅地エリアにおける活動提案として、地震・火災危険度の非常に高い大田区の羽田地区において、木密市街地の被害状況収集を想定したD-ZEVminiの情報システム開発や情報収集発信コンテンツの開発を行いました。この開発内容は11月に羽田小学校にて実施された羽田地区５町会合同防災訓練の際に、災害時の避難所となる小学校に駆けつけたD-ZEVのデモンストレーションとして説明と調査を行い、地域住民の方々から有用性が評価されました。
　実装に向けた課題の明確化としては、仮設救護ユニットの空調システムの小型化・高効率化を進めるなどを実施しましたが、加えて平常時活用コンテンツとして、新たに夏期の熱中症対策としてリアルタイム温熱環境マップを西新宿エリアと羽田地区双方向けに開発・提案しました。西新宿エリアでは昨年度に引き続き11月の防災ウィーク期間で新宿中央公園と大学前でデモンストレーションを実施し、公園に集まった人々の退避施設ビルへの避難誘導としての役割と、退避施設ビルにおける情報発信としての役割について、それぞれその有用性を確認するとともに、エリアの人々への認知度向上にもなりました。

　引き続きD-ZEVの社会実装を見据えて、非常時・平常時の各開発項目の改良と、ご指摘いただいたコスト面や運営面も含めた実用性・有用性の検証を進めていく計画です。




　
＜事業全体についての評価・コメント＞
	評 価 項 目
	評価

	・研究目的が明確であり、その必要性が高いか。
	評点（A）

	・研究実施状況
	評点（A）

	・研究成果
	評点（A）

	【事業全体へのコメント】
　高密度な大都市中心エリアを対象に取組んでいる本事業の必要性が高まる中、実効性のある着実な研究が進められており、研究成果の発表、発信が十分に行われている。今後は、成果の広報、および実装に向けた展開がますます重要になると思われ、それらのさらなる推進を期待する。


	【コメントへの対応：ＵＤＭセンター長：久田嘉章】
　貴重なコメントを頂き、ありがとうございます。ご指摘のように、本事業では高密度な大都市中心エリアを対象として、下記のような様々な研究・技術開発を行うことができました。すなわち、テーマ１を中心とした事前の様々な訓練ツールや被災時の速やかで柔軟な対応策を可能とする対応キット（避難所・一時滞在者施設の開設キット、自衛消防訓練キット、および、自衛消防隊訓練VRなど）、テーマ２を中心とした余裕度を見込んだ高い耐震性の重要施設（超高層建築、避難所施設など）における構造・非構造部材の様々な耐震性能向上策の開発、テーマ３を中心とした防災拠点やドローン等をつなぐD-ZEV（電源・通信・情報共有施設などを有する自立移動式災害対応支援ユニット）などです。さらに内閣府・戦略的イノベーション創造プログラム（2014～2018）との連携により、「エリア災害対応支援システム」や、防災科学技術研究所の公募研究や気象庁との連携により、長周期地震動を考慮した超高層建築の応答・被害予測と対応支援システム「びるゆれコール」を開発し、実用化に向けた取り組みを行っています。

　これらの成果は新宿区周辺エリアをはじめ、横浜駅西口エリアなど多くの地域・自治体・企業等で活用され、地域防災訓練や防災ウィーク、各種展示会などの各種イベントやメディアを通じて広報・普及活動も行ってきました。本事業者は残り１年となりましたが、引き続き「逃げる必要のない建物・まち」の実現に向けて研究・技術開発を継続するとともに、最終成果のとりまとめ、より多くのエリア・事業者等での社会実装を目指していきたいと思います。今後とも、どうぞご支援・ご鞭撻のほどよろしくお願いいたします。
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　＜テーマ１：大都市中心エリアを対象としたオールハザード対応キットの開発＞
	評 価 項 目
	評価

	評 価 項 目
	評価

	・研究目的が明確であり、その必要性が高いか。
	評点A

	・研究実施状況
	評点A

	・研究成果
	評点B

	【テーマ１へのコメント】

新宿駅周辺などの人口密集地区では、災害時における群衆行動が及ぼす影響や危険性の増大などが懸念されています。このため、本研究に基づく災害対策活動内容の整理並びに、ドローン・ICT等などの情報技術等を活用したエリア防災計画の検討は、被災者の適切な行動への誘導や被害を軽減するために有用なものであると考えます。そしてこれらの形式知化と共有が非常に重要で、災害活動拠点の運営や一時滞在施設の開設キットの訓練での実証実験と実用化に向けた取組に期待します。VR自衛消防訓練ツールについては、仮想体験による消火活動の適切な対応を促すものとしてさらに進化が必要であると考えます。


	【コメントへの対応：村上正浩（テーマリーダー）】

昨年度は、研究分担者の異動を契機に、研究体制の弱体化を防ぎ、全体としてもまとまりのある成果とすべく、研究実施内容の見直しを行いました。結果として、新たな研究体制のもとで、一定の研究成果をあげることができたと考えています。
ドローン・ICTを活用した情報収集・伝達および滞留者誘導等システムや災害活動拠点支援キットは、実動訓練・実証実験による実効性検証から改良を重ねた結果、実用性を高めることができました。避難所開設キットについては、既に導入済みの新宿区・大田区・文京区・北区に加え、台東区・豊島区・日野市へ導入も完了し、さらに埼玉県越谷市・熊本県熊本市・滋賀県大津市・沖縄県沖縄市へ展開しています。一時滞在施設開設キットについても、東京駅周辺防災隣組（東京駅・有楽町駅周辺地区帰宅困難者対策地域協力会）へ水平展開するなど、他地域へ適用可能な標準化された実用的なツールとして社会実装を進めています。自衛消防訓練VRや訓練支援キット、災害時対応行動支援アプリ、飛行ドローンによる高層ビル外壁被災判定の効率化手法なども試験的運用と検証を進めているところです。
とくに自衛消防訓練VRについては、自衛消防隊を構成する初期消火班だけでなく、応急救護班・避難誘導班・通報連絡班・安全防護班の各班の基本的な役割を体験可能なVRへ大幅に改良しました。また体験者は、VR空間を自由に移動でき、自身の判断に基づいて次の行動を選択することができる設計により教育的な効果を高め、さらにログデータを蓄積できるようにしたことで、体験後の振り返りにも活用できるよう工夫しました。VRは新宿防災ウィークや震災対策技術展等で広く公表し、体験者からは概ね良い評価を得ることができましたが、今後の向けた改善の方向性も明らかになりました。新宿駅周辺防災対策協議会が行う講習会・訓練への適用や、生体計測データの取得分析等による訓練効果の評価検証も行い、さらなるブラッシュアップを図る予定です。


　＜テーマ２：機能継続・早期復旧を可能とする大地震対策建築モデルの開発＞
	評 価 項 目
	評価

	・研究目的が明確であり、その必要性が高いか。
	評点A

	・研究実施状況
	評点A

	・研究成果
	評点B

	【テーマ２へのコメント】

新宿駅西口の超高層ビルは、一時滞在施設や、経済活動を維持していく上で、機能継続・早期復旧が最重要課題です。今回の研究の中で、ライフサイクルコストの評価は経営的視点たった制振化技術導入促進のツールとして、また、地震時損傷評価は地震後のビルの使用継続の可否を判断するツールとして次年度の更なる分析に期待します。非構造部材であるシステム天井については、新たな課題提起として受け止めました。学校体育館の支承部の復元力特性やフレーム構造の解析は、引き続き、避難所としての安全性や機能維持のための対策への応用を期待します。


	【コメントへの対応：山下哲郎（テーマリーダー）】

　地震後の滞留と機能継続・早期復旧は大都市の高層ビルと避難所になる体育館には共通の課題ですが、特に構造骨組に破断・座屈などの顕著な損傷が生じるとその大きな障害になります。新宿校舎のような兵庫県南部地震以前の高層ビルでは梁端溶接部破断リスクが高く、比較的簡易に回避する方法として米国で用いられるドッグボーン補強の有効性に関する研究を開始しました。また今年度の報告書には掲載していませんが、制振補強によるLCC向上効果の評価には、既往のデータの極めて少ない数字を大胆に仮定する必要があり、評価精度の向上に関する研究も進めています。
　置屋根体育館は全国に数百棟の規模で存在すると推定されますが、鉄筋コンクリートと鉄骨造の混構造ということもあり既往の研究が少なく、大きな地震の度に新しい被害が生じています。本事業では地震応答挙動の核となる支承部を中心に研究を進めており、今年度はシステムトラス屋根に用いるタイプの実験を実施しましたが、体育館全体のシミュレーションや動的実験による地震応答特性の解明、簡易な耐震性評価手法の開発など、多くの課題が残されています。




　＜テーマ３：エリア防災拠点をつなぐ自立移動式災害対応支援ユニットの開発＞
	評 価 項 目
	評価

	・研究目的が明確であり、その必要性が高いか。
	評点A

	・研究実施状況
	評点B

	・研究成果
	評点B

	【テーマ３へのコメント】

災害時における電力供給の遮断や情報通信網の断絶などが想定される中で、自立型D-ZEVユニットは、移動型の災害活動拠点としての実用化が望まれます。D-ZEVminiによる地域の情報収集は、機動的で、必要とする場所での展開が可能であることから、平常時を含め様々な場面での活用が想定可能です。簡易救護ユニットについては、今後の研究の成果に期待します。


	【コメントへの対応：中島裕輔（テーマリーダー）】

自立移動式災害対応支援ユニット（D-ZEV）はハード及びソフトの各種開発が2年目となり、非常時だけでなく平常時も考慮した活用方法の提案も含めて様々な改良を継続しています。仮設救護ユニットでは、その空調システムのさらなるエネルギー自立化を進め、フラクタル日よけとの組み合わせで、夏期屋外のかなりの暑熱状況下でも最低限の室内冷却が可能となりました。電源供給面では太陽光発電パネルの増強とテント一体型の組み立てユニットの改良などを実施しました。
また、様々な場面での活用想定ということでは、今年度は新宿駅周辺だけでなく、都心部にまだ多く残る木造密集市街地のような住宅地エリアにおける活動提案として、地震・火災危険度の非常に高い大田区の羽田地区において、木密市街地の被害状況収集を想定したD-ZEVminiの情報システム開発や情報収集発信コンテンツの開発を行いました。この開発内容は11月に羽田小学校にて実施された羽田地区５町会合同防災訓練の際に、災害時の避難所となる小学校に駆けつけたD-ZEVのデモンストレーションとして説明と調査を行い、地域住民の方々から有用性が評価されました。
　平常時のコンテンツとしては、新たに夏期の熱中症対策としてリアルタイム温熱環境マップを西新宿エリアと羽田地区双方向けに開発・提案し、試作システムの運用確認と主に高齢者から評価を得ました。西新宿エリアでは昨年度に引き続き11月の防災ウィーク期間で新宿中央公園と大学前でデモンストレーションを実施し、公園に集まった人々の退避施設ビルへの避難誘導としての役割と、退避施設ビルにおける情報発信としての役割について、それぞれその有用性を確認するとともに、エリアの人々への認知度向上にもなりました。

　引き続きD-ZEVの社会実装を見据えて、非常時・平常時の各開発項目の改良と、コスト面や運営面も含めた実用性・有用性の検証を進めていく計画です。




　
＜事業全体についての評価・コメント＞
　＜事業全体についての評価・コメント＞
	評 価 項 目
	評価

	・研究目的が明確であり、その必要性が高いか。
	評点A

	・研究実施状況
	評点B

	・研究成果
	評点B

	【事業全体へのコメント】
本事業が建築学分野で得られた震災対策の成果と、情報学部の保有する最先端のICT技術との融合による防災活動支援技術の開発として、研究の範囲にとどまらず、実用化に向けて取り組まれるよう要望します。




	【コメントへの対応：ＵＤＭセンター長：久田嘉章】
　貴重なコメントを頂き、ありがとうございます。ご指摘のように、本事業により本学・建築学分野で得られた震災対策の成果と、情報学部の保有する最先端のICT技術との融合、さらに関連自治体・省庁・事業者等との協働により、下記のような様々な研究・技術開発を行うことができました。すなわち、テーマ１を中心とした事前の様々な訓練ツールや被災時の速やかで柔軟な対応策を可能とする対応キット（避難所・一時滞在者施設の開設キット、自衛消防訓練キット、および、自衛消防隊訓練VRなど）、テーマ２を中心とした余裕度を見込んだ高い耐震性の重要施設（超高層建築、避難所施設など）における構造・非構造部材の様々な耐震性能向上策の開発、テーマ３を中心とした防災拠点やドローン等をつなぐD-ZEV（電源・通信・情報共有施設などを有する自立移動式災害対応支援ユニット）などです。さらに内閣府・戦略的イノベーション創造プログラム（2014～2018）との連携により、「エリア災害対応支援システム」や、防災科学技術研究所の公募研究や気象庁との連携により、長周期地震動を考慮した超高層建築の応答・被害予測と対応支援システム「びるゆれコール」を開発し、実用化に向けた取り組みを行っています。
　これらの成果は新宿区周辺エリアをはじめ、横浜駅西口エリアなど多くの地域・自治体・企業等で活用され、地域防災訓練や防災ウィーク、各種展示会などの各種イベントやメディアを通じて広報・普及活動も行ってきました。本事業者は残り１年となりましたが、引き続き「逃げる必要のない建物・まち」の実現に向けて研究・技術開発を継続するとともに、最終成果のとりまとめ、より多くのエリア・事業者等での社会実装を目指していきたいと思います。今後とも、どうぞご支援・ご鞭撻のほどよろしくお願いいたします。
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